
 

第３回西脇市住宅審議会次第  

 

 

平成 27年１月 29日（水）午後１時 30分～  

西脇市生涯学習まちづくりセンター２階  

会議室２  

                

  

１  開   会  

 

 

２  議事等  

⑴  住生活基本計画見直し案について【資料①】  

 

 

⑵  空家対策の推進に関する庁内体制の整備について【報告事項】       

 

 

 ⑶  市営住宅活用方針について【報告事項】  【資料②】  

 

 

３  そ  の  他             

⑴  次回の予定について  

   第４回  西脇市住宅審議会  

   と  き  平成 27年３月中旬～下旬頃  

   ところ  西脇市生涯学習まちづくりセンター（予定）  

 

 

４  閉   会  
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１．住生活基本計画 見直し案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本理念【現計画】 

西脇らしい豊かな暮らしを実現する住まいづくり 

■社会的背景・状況 ■西脇市における住生活基本計画の基本方策【見直し案】 ■現計画の検証 

●住まいづくりの主要課題【現計画】 

(1)今ある住宅を活用して豊かな住生活を実現する視点 

(2)安全・安心に暮らすことのできる住宅・住環境の形成 

(3)西脇市の持続的な発展を支える住宅・宅地政策の展開 

(4)真に住宅に困窮する市民に対応するため、住宅のセーフティ 

ネット機能再構築 

(5)中心市街地活性化などまちづくりと連携した住宅政策の展開 

１．リフォームの促進等による既存住宅の活用促進 
（１）市民が安心して、住まいづくりやリフォームなどに取り組むことができる市

場の形成と住情報の提供 

①信頼出来る住宅関連事業者の育成 

②市民向けの信頼できる住情報の提供⇒市民向けリフォーム講座、住宅相談制度

（２）町家や農家住宅など地域の個性ある景観を構成する建築物の保全と活用促進

黒字･･･継続する取組、緑字･･･実施中の取組、赤字･･･新規取組

２．安全・安心の住宅・住環境の形成に向けた推進方策 
（１）福祉施策とも連携した、高齢者や障害者が安心して暮らすことのできる住

宅・環境づくり 

①住宅・住環境のバリアフリー化の推進 

⇒介護保険、人生 80 年いきいき住宅助成事業（県） 

②高齢者や障害者が安心して住み続けることができる住宅･住環境の整備 

（２）災害や犯罪などに強く安心して暮らすことのできる住宅・住環境づくり 

①木造密集市街地における、地区計画等の導入による道路拡幅の推進 

②防災、防犯に配慮した住宅づくり⇒簡易耐震診断、耐震改修工事等支援 

③危険老朽家屋（特定空家等）の除却の推進 

３．人口定着の受け皿としての住宅・宅地の供給 
（１）茜が丘の宅地分譲の推進⇒実施中 

（２）子育て層に対して魅力的な住宅・住環境づくり⇒茜が丘複合施設の整備 

（３）環境にやさしい住宅・住環境づくり 

①環境に配慮した住宅づくりの推進⇒住宅用太陽光発電システム普及促進事業

②緑豊かな住宅地形成の推進 

（４）魅力的な居住地としての積極的な情報発信 

（５）多自然居住地域として魅力的な住宅・住環境づくり 

１ リフォームの促進

による快適な住空

間の確保 

４．住宅のセーフティネット機能の確保 
（１）社会情勢を踏まえた市営住宅のストック活用 

①市営住宅ストックの統廃合の推進や建替え事業の整備 

⇒地籍調査の実施、統廃合等活用の方針については本計画で見直し中 

②市営住宅管理制度の変更による既存ストックの有効活用の推進 

⇒型別・優先入居基準導入 

（２）民間活力の活用によるセーフティネット機能の強化 

①民間住宅市場における住宅セーフティネット機能の整備 

 ⇒民間住宅活用型住宅セーフティネット整備推進事業の活用促進等 

５．まちなか居住の促進 
（１）まちなかで暮らすことの「魅力」の向上に向けた住宅・住環境づくり 

①都市計画道路等の整備に合わせたまちづくりの検討 

②まちなかにおける魅力的な住宅づくり 

③まちなかで暮らす楽しさを豊かにする場づくり 

（２）コンパクトシティの実現へ向けた都市機能、住宅開発等の誘導 

６．空家・空地等の活用・更新の推進による活力あるまちづくり 
（１）空家等対策計画の策定と計画に基づく対策の実施 

①空家等対策に係る庁内体制整備 

②空家、空地の活用（空家バンク等） 

③まちづくりの観点からの空家対策（空家除却と２項道路整備の一体的推進等）

●住宅政策の動向（国・県・市） 

◯住生活基本計画（国・県）の改定（H23 年度） 

・住生活基本計画…住宅から住生活へ 

・住まいの性能向上（安全・安心、環境重視） 

・住宅セーフティネットの再構築 

・中古・リフォーム市場の活性化 

◯都市再生特別措置法の改正（H26） 

・立地適正化計画 

…コンパクトシティ・プラス・ネットワーク 

◯空家等対策特別措置法の制定（H26） 

・空家等対策計画…空家活用・再生・除却の推進 

◯西脇市総合計画（H19） 

●人口・住宅等の動向（データ分析） 

・人口減少傾向の持続、少子化・高齢化の進展 

・世帯の多様化の進展…小規模化・単身世帯の増加 

・持家率が高く、住宅面積が広い 

・住宅の増加と空家の増加…供給過剰が疑われる 

・空家率は約 17％で、県・国の値より約 4％高い 

・新耐震基準以前の住宅ストックが全体の半数 

・高齢者のための設備の整備は比較的進んでいる 

・公営住宅数が周辺市町より多い 

●中心市街地における空家の現況（空家調査） 

◯西脇地区（6地区）の空家の特徴 

・6 地区の空家数は計 190 件、空家率は 13％ 

・長屋建て住宅が多く、また店舗付住宅が多い 

・築年が古い住宅（戦前、建築基準法以前）が多

く、昭和 56 年以降の住宅は非常に少ない 

・非接道の住宅が全体の約３分の１見られる 

・空家だけでなく、空地も多い 

・旭マーケット等市場内の空家の増加 

◯地区別の傾向 

・空家率が高い地区：戎町、東本町、北本町 

・激しく老朽化した空家の集中：戎町と南旭町 

・リフォーム実施世帯の持家世帯に対する戸数

 （H15 住宅・土地統計調査） 

   H15： 360 戸/年 ⇒ H31：現状維持

基本方針【現計画】 成果指標【現計画】 

２ 安全･安心の住宅･

住環境の確保 

・「災害に強いまちになってきている」と感じて

いる市民の割合（H20 まちづくり市民ｱﾝｹｰﾄ）

   H20：45.2％  ⇒ H31：増加 

・高齢者対応の設備がある世帯の比率（持家・

借家別） （H15 住宅・土地統計調査） 

    H15：持家 56.5％  借家 18.2％

  → H31：持家 70.0％  借家 25.0％

３ 人口定着の受け皿

としての住宅・宅

地の供給 

・社会減の減少（西脇市統計書 H9～18 の平均）

    H9～18 の平均：社会減：△182 人 

       → H31：社会減の減少 

５ まちなか居住の 

推進 

・中心市街地への転入人口の増加（西脇市の中

心市街地に転入する者の人口）を目標とする

が、住宅政策だけではなく、商業活性化や市

街地整備などとあわせて実現を目指すべき目

標であるため、数値目標は本計画では設定し

ない 

■課題整理 

H20：808 戸/年 

⇒増加…○ 

達成状況 

   － 

⇒評価なし 

●新たに見えてきた課題 

 (6)人口減少傾向が続く本市において、生活利便性を

維持・向上させるコンパクトシティの実現 

(7)空家・空地等の活用・更新の推進による 

安全・安心で活力あるまちづくりの必要性 

資 料  ① 

H25：55.7％ 

⇒増加…○ 
 

H20：持家 68.3％

借家 28.8％

⇒増加…○ 

H20 

社会減：△206 人 

⇒増加…× 

４ 住宅のセーフティ

ネット機能の確保 

・最低居住面積水準未満率 

 （H15 住宅・土地統計調査） 

    H15：4.8％  → H31：解消 

H20：2.6％ 

⇒減少…○ 
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２．市営住宅活用方針について（報告） 

２－１ 市営住宅長寿命化計画策定について 

（１） 計画の背景と目的 

・平成 20 年度に、公営住宅等長寿命化計画策定指針（国土交通省住宅局住宅総合整備課）

が示され、地方公共団体が実施する公営住宅等に対する長寿命化の取組を強力に支援す

ることとされ、平成 26 年度以降は、公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業・建替事

業以外は助成対象としない、とする交付金の重点化が図られている。 

・西脇市では、平成 22 年度に策定した西脇市住生活基本計画の中で今後の西脇市市営

住宅の活用方針を定め、市営住宅の整備・管理を進めてきたところである。しかし、

市営住宅及びこれに付帯する共同施設ストックの適切な管理の推進のためには、市営住

宅の状況を把握し、その役割やあり方を考慮した上で修繕、改善、建替などの市営住宅

の活用手法を定め、長期的な維持管理を実現することが不可欠であることから、市営住

宅長寿命化計画を策定することとした。 

・本計画は、長寿命化に資する予防保全的な管理や改善を推進し、更新コストの削減と事

業量の平準化を図り、計画的かつ効果的な市営住宅の整備・管理を進めることを目的

としている。 

 

（２） 計画の位置づけ 

・本計画は「西脇市住生活基本計画（平成 27 年３月見直し予定）」との整合を図り、さら

に前述の目的に則って、長寿命化を図るための計画へと見直すこととする。 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 計画期間 

・本計画の計画期間は、平成 27 年度から平成 36 年度の 10 年間と定める。 

 

 

 

【上位計画・関連計画等】 

【計画期間】平成 27 年度～平成 36 年度の 10 年間 

 

兵庫県 

住生活基本計画 

（平成 24 年１月策定）

西脇市総合計画（平成 25 年３月 後期基本計画策定） 住生活基本計画 

（全国計画） 

（平成 23 年３月策定）

西脇市市営住宅 

長寿命化計画 

（本計画） 

・西脇市都市計画マスタープラン

・第２次西脇市地域福祉計画 

・その他関連計画 

連携 

西脇市住生活基本計画（平成 27 年３月 見直し予定） 

資 料  ② 
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２－２ 計画期間中に耐用年限を迎える住宅についての検討 

（１） 耐用年限を迎える住宅の活用方針検討の必要性について 

・公営住宅等長寿命化計画においては、計画期間終了までに耐用年限を超過する住宅は

建替又は用途廃止とする必要がある。 

・そこで、計画期間終了までに耐用年限を超過する、前坂南山、大野（大野）、高嶋、日

野ヶ丘（簡易耐火造）、旭ヶ丘（簡易耐火造及び木造）、坂本(木造)、津万井（木造）、

田高（木造）、中畑の各団地について、建替か用途廃止かの判定を行う。 

・なお、日野ヶ丘（簡易耐火造）、旭ヶ丘（簡易耐火造及び木造）、坂本(木造)、津万井

（木造）、田高（木造）の５団地については、「西脇市住生活基本計画」において将来

的な集約建替及び用途廃止を想定して募集停止としているが、社会・経済情勢の変化

や上位計画・関連計画等の改正・新設等を受け、改めて活用の方針を検討する。 

 

■工法・築年別に見た耐用年限の状況

名称 築年

築後
年数

（H27年
3月末時点)

築後
年数

（H37年
3月末時点)

棟数
管理
戸数

敷地
面積
（㎡）

活用の方針
（平成22年）

日野ヶ丘Ａ棟 2005 10年 20年 ◯ 2 53 4,587 維持管理

黒田 2002 13年 23年 ◯ 1 32 4,782 維持管理

黒田北 1999 16年 26年 ◯ 1 20 2,917 維持管理

下戸田（Ａ・Ｂ棟） 1994・1997 21～18年 31～28年 ◯ 2 80 6,568 維持管理

大野（西林寺） 1990～1992 25～23年 35～33年 ◯ 8 48 5,181 維持管理

殿ヶ丘 1984 31年 41年 △ 1 18 1,798 維持管理

上野 1982 33年 43年 △ 1 18 2,829 維持管理

大野（八日） 1980 35年 45年 △ 2 24 3,260 維持管理

野村 1978 37年 47年 △ 1 18 2,332 維持管理

上戸田 1972 43年 53年 △ 2 30 2,024 維持管理

向ヶ丘 1962 53年 63年 △ 1 18 1,703 維持管理

前坂南山 1980 35年 45年 × 3 15 825 維持管理

大野（大野） 1979 36年 46年 × 1 6 1,151 維持管理

高嶋 1977 38年 48年 × 2 6 808 維持管理

日野ヶ丘 1964～1973 51～42年 61～52年 × 47 228 43,159 建替

1955～1963 60～52年 70～62年 × 9 44

1955～1962 60～53年 70～63年 × 83 98

坂本 1959 56年 66年 × 5 10 1,932 用途廃止

津万井 1966 49年 59年 × 12 12 1,813 用途廃止

田高 1966 49年 59年 × 13 13 1,589 用途廃止

中畑 1988 27年 37年 × 5 10 2,033 維持管理

※：○…耐用年限内、△…耐用年限1/2超過、×…耐用年限超過

用途廃止

木造 30年

簡易
耐火造

45年

旭ヶ丘 30,830

H37年3月末時

点の耐用年限※

耐火造
（築浅）

70年

耐火造
（築古）
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（２） 耐用年限を迎える住宅の活用方針検討にあたって 

・活用方針の検討にあたっては、以下の要件に基づいて建替事業の可能性について各団

地の状況を判定し、検討を行う。 

 

① 集約建替の必要性 

・今後の団地管理を効率的に進めるため、数ヶ所の団地を１団地に集約して建替える。 

・住戸規模が少なく敷地面積が小さい団地は、大規模団地へ集約する。 

 

② 適性立地における建替の必要性 

・人口減少や空家の増加等を背景に、都市の縮小が始まっており、今後はよりコンパクト

なまちづくりが必要との認識から、都市再生特別措置法が改正され、立地適正化計画制

度が創設されている。 

・同制度下で立地適正化計画を策定する場合、人口減少の中にあっても一定エリアにおい

て人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュニティが持続的に確保される

よう居住を誘導すべき区域として居住誘導区域を設定することとなっており、公営住宅

も同区域内への誘導が求められる。 

・そこで、本市において将来的に同計画が策定されることを想定し、市街化区域外など

立地条件があまり良くない団地の場合は、より条件が良い団地への集約等を検討する。

立地条件の判定には、都市機能立地支援事業対象区域※1 の要件を満たす区域を優先す

ることとする。 

※1：都市機能立地支援事業対象区域とは、鉄道・地下鉄駅から半径 1 ㎞の範囲内、又はバス・軌道の

停留所・停車場から半径 500m の範囲内（いずれもピーク時運行本数が片道３本以上を満たすもの） 

 

③ 整備手法・方針の検討 

・例えば、民間住宅の借り上げや雇用促進住宅の購入等、建替以外の方法により受け皿と

なる住宅供給が可能かどうか、立地条件や費用面について建替事業との比較検討を実施

する。 

・建替事業を実施することが妥当であると判定された団地について、当該団地の入居世帯

の状況や敷地条件を踏まえた事業方針・計画の検討を行う。 

 



5 
 

（３） 建替団地の適性判定 

・建替団地の適正判定においては、まず集約建替の可能性について、法的な阻害要因の

有無（開発許可の必要性など）、一団の平坦な敷地を確保できるかどうか（概ね 3,000

㎡以上）、敷地形状（整形／不整形）、敷地状況（借地の４点から判定を行う。 

・次に立地の状況について、用途地域や都市機能立地支援事業対象区域等の条件につい

て判定を行う。 

 

■団地別の建替団地としての適性判定 

一団の

平坦な

敷地

（3,000㎡

以上）

敷地

形状

敷地

状況

用途

地域

都市機

能立地

支援事

業対象

区域

地域

バラ

ンス

判定

結果

前坂南山 S55 簡耐 ・都市計画区域外 － × × －
集約
困難

× － － －
用途
廃止

大野（大野） S54 簡耐
・調整区域
　（要調整区域内
　建築許可）

△ × × －
集約
困難

× － － －
用途
廃止

高嶋 S52 簡耐
・調整区域
　（要調整区域内
　建築許可）

△ × × －
集約
困難

× － － －
用途
廃止

日野ヶ丘
S39
～48

簡耐
・調整区域だが、
　地区計画をか
　けている

○ ○ ○
一部
借地

集約
可能

○
調整
区域

× 北部 △

旭ヶ丘
S30
～38

木造
簡耐

・調整区域
　（要調整区域内
　建築許可）

△ ○ ○
一部
借地

集約
可能

○
調整
区域

○ 南部 ○

坂本 S34 木造
・調整区域
　（要調整区域内
　建築許可）

△ × × 借地
集約
困難

× － － －
用途
廃止

津万井 S41 木造 ・都市計画区域外 － × ○ －
集約
困難

× － － －
用途
廃止

田高 S41 木造 ・都市計画区域外 － × × －
集約
困難

× － － －
用途
廃止

中畑 S63 木造 ・都市計画区域外 － × ○ －
集約
困難

× － － －
用途
廃止

団地名 築年 構造

１．集約建替の
可能性

２．立地状況

法的な

阻害要因

判定

結果

 

１．集約建替の可能性 

【法的な阻害要因】 

◯：阻害要因なし 

△：阻害要因があるが、対応が可能 

×：阻害要因があり、対応が困難 

【敷地形状】 

○：整形な敷地 

×：不整形な敷地（細長な敷地など） 

 

【一団の平坦な敷地】 

○：現状、一団の平坦な敷地が確保できる（概ね 3,000 ㎡以上） 

×：敷地規模が小さく、一団の平坦な敷地は確保できない 

２．立地状況 

【都市機能立地支援事業対象区域】 

○：区域内である 

×：区域外である 
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■西脇市公営住宅位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 判定結果 

① 集約建替の可能性 

・集約建替が可能となる広さの平坦な敷地を有し、法的な阻害要因がない団地は、日野ヶ

丘団地、旭ヶ丘団地の２団地である。 

・このため、上記２団地における建替事業の可能性について立地等の面から検討を行い、

住戸規模が小さく敷地面積も小さい前坂南山、大野（大野）、高嶋、坂本、津万井、田高、

中畑の各団地については用途廃止として、入居者については他団地への集約を前提に整

備方針の検討を行うものとする。 

 

② 適性立地における建替の必要性 

・日野ヶ丘団地及び旭ヶ丘団地について、立地条件の検討を行う。 

・いずれの団地も調整区域内に立地しているが、旭ヶ丘団地は市街化区域に隣接してお

り、鉄道駅から１キロメートル圏内であることから都市機能立地支援事業対象区域内

となる。また、中国自動車道にも近いなど利便性が高い。 

・一方日野ヶ丘団地は、中心市街地からやや離れた山間地域に立地し、都市機能立地支

援事業対象区域の要件には合わない立地で、交通・買い物等の利便性も悪い。 

・そこで、旭ヶ丘団地については現地建替を検討することとし、日野ヶ丘団地について

はより立地条件が良くなるような整備手法がないか検討を行う。 
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■判定結果のまとめ 

１．集約建替の可能性 
 ２．立地の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地区計画をかけているため、調整区

域内であるが開発が可能 

・一団の平坦な敷地を確保できる 

・法定建替が可能 

・簡易耐火造で入居者が少なく、空地

が多い 

・躯体の傷みが激しい 

【検討要因】 

・斜面地である 

・一部借地である 

・急傾斜地崩壊危険区域指定に隣接 

集約建替が可能① 

        ⇒ 日野ヶ丘

継続 

判定 

 

 

 

・中心市街地から離れた立地で、交通・

買い物等の利便性が悪い 

・鉄道駅１キロメートル圏、バス停 500

メートル圏のいずれにも入らず、都市

機能立地支援事業における中心拠点

区域の要件を満たさない 

・立地性が低いため、将来的に入居希望

が少ないことが懸念される 

・公営住宅が比較的多くある北部に立地

⇒より立地条件が良くなるような

整備手法がないか検討する 

立地状況が良くない △ 

         ⇒ 日野ヶ丘

 

 

 

・市街化区域に隣接している 

・鉄道駅１キロメートル圏にも入ってお

り、都市機能立地支援事業における中

心拠点区域の要件を満たしている 

・中心市街地と中国自動車道の中間に位

置し、交通利便性が高い 

・公営住宅が少ない南部に立地 

 

 

 

⇒現地建替するものとして、事業方

針・計画の検討を行う 

立地状況が良い     ○ 

         ⇒ 旭ヶ丘 

 

 

 

・一団の平坦な敷地を確保できる 

・法定建替が可能 

・簡易耐火造及び木造住宅で入居者が

少なく、空地が多い 

・県営住宅は用途廃止後除却されてお

り、一団の空地がある 

【検討要因】 

・調整区域内である 

・斜面地である 

・借地である 

・急傾斜地崩壊危険区域に一部指定 

・一部を除き、宅地造成等規制区域内

集約建替が可能② 

        ⇒ 旭ヶ丘 

継続 

判定 

 

 

 

 

 

・敷地が小規模である 

・敷地形状が不整形である 

集約建替が困難③ 

  ⇒ 前坂南山、大野（大野）

    高嶋、坂本、津万井 

    田高、中畑 
判定 

終了 

 

 

 

・集約建替が困難であるため、建替団地

としての適性がないと判断する 

建替団地としての適性がないこ

とから、用途廃止とする 
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２－３ 整備の目標戸数 

（１） 公営住宅等による要支援世帯数・供給目標量の検証 

・「公営住宅供給目標量設定支援プログラム※１（国土交通省住宅局）」のフローに準じ、

各種調査による統計データ※２を活用して、計画期間（10 年間）の要支援世帯数※３を推

計し、西脇市内の公営住宅等（市営・県営住宅）の供給量と比較検討することで、要

支援世帯に対する公営住宅等の供給目標量を確認する。 

・今回の検証では、旭ヶ丘、日野ヶ丘の２団地については建替等の活用を行い、坂本、

津万井、田高、高嶋、大野（大野）、前坂南山、中畑の７団地については用途廃止とす

るとの前提で、これらの団地を来年度から募集停止すると仮定して募集対象ストック

数を集計した。 

※１：使用する要支援世帯の算出プログラム：公営住宅供給目標量設定支援プログラム【国土交通省】 

※２：統計データ：国勢調査、住宅・土地統計調査、日本の世帯数の将来推計 等 

※３：「公的な支援により居住の安定の確保を図るべき世帯」をいう。言い換えれば、公営住宅への入居

資格があると見られる世帯。 

 

 

■要支援世帯数・供給目標量の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・西脇市内で、公営住宅以外の借家

に住む世帯数を推計 

・この世帯数を元に、世帯の収入と

居住面積水準から 10 年間に発生

する要支援世帯数を算出 

 

 

 

 

・これまでの募集実績から、年間の

空き家の発生率を想定 

・募集対象ストック数（用途廃止等

による募集停止を除くストック

数）に空き家発生率を乗じて、年

間募集戸数を推計 

・10 年間の合計数を算出 

要支援世帯数 

＝公営住宅入居資格世帯数 

公営住宅等の供給目標量 

＝市営・県営住宅の空き家 

《公営住宅供給目標量設定プログラムによる算定》 

要支援世帯数 

＝◯◯世帯 

公営住宅等の供給目標量 

＝＊＊戸 
 比較
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（２） 西脇市における公営住宅等の要支援世帯 

Ａ：収入分位 25％※1以下かつ最低居住面積水準※2未満世帯（35 世帯） 

Ｂ：収入分位 25％以下で最低居住面積水準以上誘導居住面積水準以下の、高家賃負担率

世帯（134 世帯） 

Ｃ：収入分位 25～40％以下の高齢単身・夫婦世帯、子育て世帯、障がい者を抱える世帯

かつ最低居住面積水準未満世帯（59 世帯） 

Ｄ：収入分位 25～40％以下の高齢単身・夫婦世帯、子育て世帯、障がい者を抱える世帯

かつ最低居住面積水準以上誘導居住面積水準以下の高家賃負担率世帯（142 世帯） 

※1：収入分位○％とは、総務省統計局の家計調査において、2 人以上世帯を収入の低い順に並べ、収入

の低い方から、それぞれ 25％、40％に該当するグループをいう。 

※2：世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活の基礎として必要不可欠な住宅の面積に関する水準 

 

 

■要支援世帯数のうちわけ（Ｈ27 年度～Ｈ36 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考：最低居住面積水準による世帯人数別の面積（例）》 

世帯人数別の面積（例） 単位（㎡） 

単身 2 人 3 人 4 人 5 人 

25 
 

30 
【30】 

40 
【35】 

50 
【45】 

57 
【52.25】

 【 】は、3～5歳児が 1人含まれる場合 

 

最低居住 
面積水準 

誘導居住 
面積水準 

「裁量階層」 

公営住宅対象階層 40％ 

政令月収 21万 4千円 

「本来階層」 

公営住宅対象階層 25％ 

政令月収 15万 8千円 

 
 
 
 
100％算入 

 
 
 
 
100％算入 

 
 

Ａ：35 世帯 
 
100％算入 

 
 
 
 
100％算入 

Ｂ：134 世帯 

居住 
面積 

月収 

[公営住宅以外の賃貸住宅に居住する世帯] 

Ｃ：59 世帯 Ｄ：142 世帯 

要支援世帯数 ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝ 370 世帯 
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（３） 公営住宅等の供給目標量（10 年間） 

a：市営・県営住宅の空き家発生率（年間） 
・市営・県営住宅を合わせた募集実績から、年間 6.5232％の空き家が発生すると想定。 

b：市営住宅の募集対象ストック数（10 年間の平均値） 
・用途廃止・建替等による募集停止を除くストック数＝平均約 306 戸 

c：県営住宅の募集対象ストック数（10 年間の平均値※1） 
・用途廃止・建替等による募集停止を除くストック数＝平均約 261 戸 

d：既存ストックの空き家募集戸数（10 年間）＝ a ×（ b ＋ c ）× 10 ＝ 370 戸 

e：公営住宅の供給目標量＝ d ＝ 370 戸 

 

（４） 公営住宅等の供給目標戸数 

・旭ヶ丘、坂本、日野ヶ丘、津万井、田高、高嶋、大野（大野）、前坂南山、中畑の９団

地を来年度から募集停止とした場合の募集可能ストック数は市営・県営合わせて 567

戸となり、今後 10 年間で 370 戸の空き家募集が見込まれるため、本計画期間中の公営

住宅等の供給目標量は 370 戸となる。 

・上記の供給目標量により、本計画期間中に発生すると推計される要支援世帯数 370 世

帯に対応することが可能である。 

■４団地を募集停止した場合の供給目標量（計画期間（Ｈ27 年度～Ｈ36 年度）中の推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 結論 

・上述のとおり、本計画期間終了時までに耐用年限を迎える９団地を来年度から募集停

止としても、残りの市営住宅ストックにより要支援世帯に対応することが可能である

ため、これら９団地については以下のように活用方針を定める。 

・敷地が小さく、集約建替が難しい７団地（坂本、津万井、田高、高嶋、大野（大野）、

前坂南山、中畑）については用途廃止とし、現入居者は旭ヶ丘団地等への集約を検討

する。 

・旭ヶ丘団地については、現入居者及び用途廃止となる７団地の現入居者を受け入れる

集約建替を検討する。 

・日野ヶ丘団地については、現地建替は今後実施せず、より高立地となる雇用促進住宅

等への入居による対応を検討する。 

・また、市街地の空家や空き地を活用した集約建替についても検討することとする。 

《公営住宅供給目標量設定プログラムによる算定》 

要支援世帯数 

＝370 世帯 

公営住宅等の空き家募集戸数 

＝370 戸 
 比較

【結論】計画期間中に耐用年限を迎える９団地を募集停止にしても、残りの公営住

宅等募集可能ストック数により、10 年間の要支援世帯数に対応可能である。
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■西脇市における公営住宅ストック数の推移（H27年度から９団地を募集停止とした場合）

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

木造 98 96 94 92 90 88 86 84 82 80 78

簡易耐火（1Ｆ） 24 24 23 22 21 20 19 18 17 16 15

簡易耐火（2Ｆ） 20 20 19 18 17 16 15 14 13 12 11

坂本 木造 10 10 9 8 7 6 5 4 3 2 1

向ヶ丘 中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

簡易耐火（1Ｆ） 86 86 84 82 80 78 76 74 72 70 68

簡易耐火（2Ｆ） 142 142 140 138 136 134 132 130 128 126 124

中層耐火 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

中層耐火 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23

津万井 木造 12 12 11 10 9 8 7 6 5 4 3

田高 木造 13 13 12 11 10 9 8 7 6 5 4

中層耐火 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

高嶋 簡易耐火 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

野村 中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

大野（大野） 簡易耐火 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

前坂南山 簡易耐火 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15

中層耐火 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

中層耐火 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

上野 中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

殿ヶ丘 中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

中畑 木造 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

中層耐火 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

中層耐火 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

下戸田（Ａ棟） 中層耐火 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

下戸田（Ｂ棟） 高層耐火 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

黒田北 中層耐火 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

黒田（特公賃除く） 高層耐火 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32

市営募集対象ストック 343 306 306 306 306 306 306 306 306 306 306

市営募集停止 458 493 482 471 460 449 438 427 416 405 394

市営ストック数計 801 799 788 777 766 755 744 733 722 711 700

市営募集対象ストック

平均※2

県営募集対象ストック 261 261 261 261 261 261 261 261 261 261 261

県営募集停止 78 78 78 78 78 78 78 78 78 78 78

県営ストック数計 339 339 339 339 339 339 339 339 339 339 339

県営募集対象ストック

平均※2

公営募集対象ストック　計 604 567 567 567 567 567 567 567 567 567 567

平均※2

公営ストック数　計 1140 1138 1127 1116 1105 1094 1083 1072 1061 1050 1039

平均※2

凡例 　：募集対象ストック（既存団地）

　：募集対象ストック（建替え団地）

　：募集停止

1088.5

→1116戸 →1088戸

※1：　用途廃止予定のため募集停止をかけている旭ヶ丘、坂本、日野ヶ丘（Ａ棟除く）、津万井、田高の各団地では、これまでの
　　　　実績から、入居世帯が１年に１戸のペースで減少すると仮定し、空家を順次除却するものと想定している。
　　　　（ただし、戸数規模が大きい旭ヶ丘（木造）及び日野ヶ丘（簡易耐火１Ｆ・２Ｆ）団地では、１年に２戸と仮定）。

※2：　平均は全て端数切り捨て

西脇市内
公営住宅

計

5年間平均 10年間平均

567 567

→567戸 →567戸

5年間平均 10年間平均

1116

県営住宅
5年間平均 10年間平均

261 261

→261戸 →261戸

5年間平均 10年間平均

306 306

→306戸 →306戸

市営住宅

旭ヶ丘

日野ヶ丘

日野ヶ丘Ａ棟

上戸田

大野（八日）

大野（西林寺）


